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  基本計画を受け、それを具体化するために今回策定された中期実施計画の着実で

円滑な実施を支えることを目的に、本プログラムでは、今後の課題を踏まえて取り

組むべき行財政運営の方向性と区民サービス向上の取組についてまとめました。 

  新型コロナウイルス感染症の位置付けが感染症法の５類感染症に引き下げられ、

その流行に一定の落ち着きを取り戻したものの、今後の様々な災害への備えや急速

に進む社会のデジタル化のみならず、少子高齢化や子育て支援、まちづくり、教育

振興など、増大する行政需要に対し、適切な執行体制をもって、持続的に様々な課

題に対応を図っていかなければなりません。 

  今回のプログラムでは、中期実施計画を推進するために区が目指す姿を示し、計

画期間（令和６年度～令和９年度）の中でその実現や推進を支えていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 Ⅰ 葛飾区区民サービス向上改革プログラムの策定について 

 Ⅱ 葛飾区区民サービス向上改革プログラムの位置付け 
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  区は区民に最も身近な行政主体として、少子高齢化や子育て支援、環境保護、街

づくり、教育振興、災害対策、経済支援など、限られた行財政資源の中で、多様化・

複雑化する行政需要や課題に適切に取り組み、区民サービスの向上を図ることで、

今後も持続可能な地域社会を目指さなければなりません。 

そのためには、職員一人一人が社会情勢への感度を高く保ち、経営感覚を持って

業務に取り組み、個々の生産性を一層高めることで業務の成果につなげ、区民サー

ビスを向上させていくことが必要です。 

区には、そうした職員を育成し、意欲を持って継続的に働くことのできる職場環

境を整備するとともに、適正な業務執行体制・組織の構築に努め、デジタル技術の

活用とＤＸ*1 の推進、公共施設の更なる有効活用、区民サービスの根源の一つであ

る財政基盤の強化などに取り組み、コロナ禍を経て強まる社会のデジタル化に備え

ながら、これまで以上に効果的・効率的な行財政運営を行い、中期実施計画を着実

に推進することが求められています。 

今回の葛飾区区民サービス向上改革プログラムでは、「１ 更なる業務改革・改善

の推進」、「２ 職員の育成と適正な業務執行体制の確立」、「３ 持続可能な財政運

営の構築」の３つを大きな柱として、取組方針を示し、課題について今後取り組ん

でいきます。 

 また、本プログラムはＳＤＧｓの理念を踏まえており、ＳＤＧｓの目標との関係

は、３つの大きな柱に示します。 

 

【葛飾区区民サービス向上改革プログラムの概略図】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅲ 区民サービス向上のための３つの柱 
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新しい価値観や社会潮流の変化を捉えながら、様々な行政需要や課題を適切に把

握し、区民サービスの向上を図るため業務改革・改善を実施します。 

 

 

 

 

（１）デジタル技術の活用とＤＸの推進 

 

 

 

①ＤＸによる様々な区民サービスの向上 

   担当 政策経営部・各部 

   

 
区役所におけるＤＸ*1を推進することで、「いつでも」「どこでも」「気軽に」身近

なスマートフォンで行えるオンライン手続の推進など区民サービスの実現と、区民

目線で利用しやすい「行かない」「書かない」「待たない」窓口サービスの実現を図

ります。 

また、各事業におけるサービスの向上に向けた新たな展開を図ります。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

    
 

 

                     → 主な取組項目は３１６ページ参照  

 

 

*1 ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション） 

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データやデジタル技術を活用して、製品やサービス、ビジネス

モデルを変革し、提供価値の方法を抜本的に変えること。 

実施

１ 更なる業務改革・改善の推進

 目指す方向 

 Ⅳ 取組方針と目指す方向 
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②生成ＡＩを活用した業務効率化の浸透と分析の深化 

   担当 政策経営部・各部 

   

 文書作成や情報収集などに生成ＡＩ*2を活用した業務効率化を庁内に浸透させる

とともに、生成ＡＩに独自に区政のデータを学習させることで、区政の課題の発見、

分析やそれに対する具体的な対策の提案につなげるなど、区民サービスの向上を図

ります。 

また、職員が生成ＡＩを使用する上で、デジタルリテラシー*3の向上にも力を入

れていきます。 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

  
 

 

                     → 主な取組項目は３１６ページ参照  

 

③高齢者や障害者、外国人への手続支援とデジタルデバイド*4への対応 

  担当 政策経営部・地域振興部・福祉部・各部 

  

 
高齢者や障害者、外国人の方のほか、オンライン手続が苦手な方へ「書かない」

「待たない」などのサービス向上に向けて、デジタル技術を活用するための普及啓

発や多言語対応機器の設置を充実させ、誰もがデジタル技術の利便性を実感できる

よう、親切・丁寧な環境づくりを進めていきます。 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

 
  

 

                     → 主な取組項目は３１７ページ参照  

 

 

*2 生成ＡＩ 

プロンプト（指示文）に応答して、回答文を生成することができる人工知能システムのこと。 

*3 デジタルリテラシー 

デジタル技術を理解して適切に活用するスキルのこと。 

*4 デジタルデバイド 

インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる情報格差 

実施

実施
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④業務のＤＸ推進に伴う業務執行体制の見直し 

   担当 政策経営部・総務部・各部 

   

 
窓口サービスなど業務のＤＸ推進により、区民サービスの向上を図るとともに、

業務効率化・業務改革を実施し、各業務の今後の事業の業務量を踏まえながら、持

続可能な業務執行体制を検討していきます。 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

 
  

 

                     → 主な取組項目は３１７ページ参照  

 

（２）事業成果の把握・検証に基づく業務改善・見直し 

 

 

 

①行政評価による事業成果の把握と検証の徹底 

   担当 政策経営部・各部 

   

 
区の事業は費用対効果のみで成果を捉えるのではなく、様々な指標を用いてその

成果を把握する必要があります。 

このため、行政評価等により、その事業成果が何かを把握し、成果を上げるため

の方策を検証することによって、業務の改善やサービスの見直しを行います。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１７ページ参照  

 

検討 検討・実施

実施

 目指す方向 
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②行政評価と予算編成との連動強化 

   担当 政策経営部・各部 

   

 
行政評価では事業の効率性や有効性を勘案しながら、その成果を分析し、その後

に必要な改善に取り組んでいます。 

今後、一層行政評価と予算編成の連動を強化し、経費に関わる改善は次年度以降

の予算に適切に反映させ、限りある財源をより有効かつ適切に配分していきます。 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１７ページ参照  

 

③事実や結果に基づいた区民サービスの立案・検証の実施 

   担当 政策経営部・各部 

   

 
区民ニーズを的確に捉え、効果的な区民サービスを提供していくには、事実・結

果に基づいたデータを活用することが重要です。マーケティングリサーチ*5やＥＢ

ＰＭ*6などによる事業の立案や検証を行い、より有効性の高い区民サービスを実施

していきます。 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

 
 

  

                      → 主な取組項目は３１７ページ参照  

 

 *5 マーケティングリサーチ 

課題に対するデータを様々な手法により収集・分析し、区民が求めるニーズを明確にして実態把握・将来予

測などに活用すること。 

*6 ＥＢＰＭ（Evidence Based Policy Making エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング） 

その場限りの情報に頼るのではなく、政策目的を明確化した上で、合理的根拠に基づいて企画すること。 

 

検討 実施

実施
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（３）区民ニーズに対応した公共施設マネジメントの推進 

 

 

 

①利用実態を踏まえた公共施設の一層の利用促進と公共施設 

マネジメントの推進 
 

 担当 施設部・地域振興部・子育て支援部・各部 

   

 
「葛飾区公共施設等経営基本方針」に基づき、区民の貴重な財産である公共施設

において持続的に区民サービスを提供していくためには、長寿命化や予防的修繕に

より適正に保全するとともに、地域特性や将来の需要等を踏まえ、他の行政目的へ

の転用や周辺公共施設の集約・再編など、効果的・効率的な活用を進め、適切に管

理運営していく必要があります。 

公共施設を取り巻く社会環境や行政需要の変化に対応するため、公共施設の利用

実態を分析し、区民ニーズに対応した活用を積極的に図ることで更なる公共施設の

利用促進につなげていきます。 

また、地域コミュニティ施設や子育て支援施設など、それぞれの施設の目的に照

らしながら、適切な整備・跡地活用を図っていきます。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

 
 

  

                      → 主な取組項目は３１７ページ参照  

  

検討・実施

 目指す方向 
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（４）区民等への情報発信と意見把握 

 

 

 

①多様な方法による区民等からの意見聴取の検討と実施 

   担当 政策経営部・総務部・各部 

   

 
区民の意見を適切に区政に反映させていくことは、区民サービス向上の観点から

も必要です。 

区の施策や事業の実施などに当たり、適宜区民の意見を聴き、それを区政に活か

すことができる仕組みを確立していきます。   

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                     → 主な取組項目は３１８ページ参照  

 

②子ども・若者の意見を区政に活かすための仕組みづくり 

    担当 総務部・子育て支援部・各部 

    

 
子ども・若者が「葛飾区に住み続けたい」と思える施策を展開していくために、

子ども・若者自身が区政を知り、意見聴取した上で、区政にその意見を適切に反映

していくことが重要です。 

子ども・若者が理解しやすい情報発信を行った上で、意見表明ができる機会を確

保し、子ども・若者の意見を区政に活かす仕組みを検討し、実施していきます。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

  
 

 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

 

 目指す方向 

検討・実施

検討・実施
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経営感覚を持った生産性の高い職員の育成や意識の向上を図り、適正な業務執行

体制のもとで質の高い区民サービスを提供していきます。 

 

 

 

 

（１）区政を支える職員の育成と意識向上、職場環境整備 

 

 

 

①職員の経営感覚の育成、意識向上 

   担当 政策経営部・総務部・各部 

   

 
絶えず変化する社会情勢とそれに伴う様々な区民のニーズを敏感に捉え、効果・

効率を踏まえながら適切に区民サービスへ反映していくことができる、経営感覚を

持った職員の育成、意識向上に一層力を入れていきます。   

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

  
 

 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

  

２ 職員の育成と適正な業務執行体制の確立

検討・実施

 目指す方向 
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②区民サービスを支える職員の育成 

  担当 政策経営部・総務部・各部 

  

 
「葛飾区人材育成基本方針」に基づき、職員としての使命を十分に理解した上で、

区民に寄り添い、区民サービスの向上を図りながら、日々の業務に励む職員を育成

していきます。 

また、区で取り組む区民等との協働やＳＤＧｓの推進に対する意識の向上や、区

民の生命と財産を守るため、職員の災害対応能力の向上などを図ります。 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                     → 主な取組項目は３１８ページ参照  

 

③職員の適性をより活かした異動・配置の仕組みの検討と実施 

   担当 総務部 

   

 
生産年齢人口が減少し、今後多くの職員を採用、配置し続けることが難しくなる

中、民間委託やＤＸ等による業務の効率化だけではなく、限られた人員で業務の質

を維持・高めていくことがより一層必要となってきます。 

そのため、今後、職員の能力の向上と併せ、職員の適性をより活かした異動や配

置の仕組みを検討し、実施していきます。  

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

  

検討・実施

検討・実施
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④専門性を有する職員の採用と活用 

   担当 総務部・各部 

   

 
多様化する区民ニーズや時代の変化に伴い必要となるデジタル技術など専門性

の高い分野についても、区が主体性を持って区民サービスを提供していくために、

専門的な知識・経験を有する職員の採用やその後の活用について検討し、実施して

いきます。   

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

 

⑤職員が働き続けることのできる職場環境づくり 

   担当 総務部・各部 

   

 
職員の柔軟な働き方の推進とともに、職員が持続的に生産性高く仕事に取り組む

ことができるよう、テレワークや時差勤務の活用、長時間勤務の是正、休暇の取得

促進など、育児や介護をしながら働き続けることのできる職場環境を不断に整備

し、区民サービスを支える職員の多様な働き方を実現していきます。 

 

  

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

 
  

検討・実施

検討・実施

309



 
 

⑥職員のメンタルヘルス対策の推進 

   担当 総務部・各部 

   

 
近年、精神的疾患により休務となる職員が増加していることから、既存のメンタ

ルヘルス研修、ストレスチェック検査、専門相談員による相談対応に加え、新たに

メンタリング制度を導入しました。また、計画的な職場復帰訓練の実施により、円

滑な復職を支援するなど、職員が病気休暇・休職から職場復帰する際の組織対応の

強化を引き続き図っていきます。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

  
 

 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

 

（２）適正な業務執行体制の確立 

 

 

 

①柔軟な組織体制の整備と適正な職員数管理 

   担当 政策経営部・総務部・各部 

   

 
社会情勢や区民ニーズ等の変化を敏感に捉え、それに伴う行政需要・課題に適切、

迅速に対応していくために、個々の職員が最大限能力を発揮できるような組織体制

を柔軟に整備していきます。 

また、より一層簡素で効率的な執行体制を確保していくために、限られた人的資

源である職員を効果的・効率的に配置していけるよう、業務量を踏まえながら、必

要となる職員数を精査し、適正な職員数管理を行っていきます。 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

    
 

 

                      → 主な取組項目は３１８ページ参照  

実施

検討・実施

 目指す方向 
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②【再掲】業務のＤＸ推進に伴う業務執行体制の見直し 

   担当 政策経営部・総務部・各部 

   

 
窓口サービスなど業務のＤＸ推進により、区民サービスの向上を図るとともに、

業務効率化・業務改革を実施し、各業務の今後の事業の業務量を踏まえながら、持

続可能な業務執行体制を検討していきます。 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                     → 主な取組項目は３１９ページ参照  

 

③不適正な業務執行を未然防止する仕組みづくり 

   担当 政策経営部・総務部 

   

 
既に導入したリスクマネジメント制度の効果検証や必要に応じた見直しを行っ

ていきます。また、その他、不適正な業務執行を未然防止する仕組みについて検討

していきます。 

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                     → 主な取組項目は３１９ページ参照  

  

検討 検討・実施

検討・実施
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④新庁舎移転後の利便性の高い窓口体制の構築の検討 

   担当 政策経営部・総務部・各部 

   

 
今後、新庁舎へ移転するに当たり、駅前という立地や昨今のデジタル技術の発展

などを踏まえ、これまで以上の窓口サービスの向上が求められます。 

現行の庁舎の制約にとらわれることなく、より便利で快適な窓口サービスを提供

できるよう、窓口サービスのＤＸをはじめ、総合窓口の在り方や開庁時間の見直し、

持続的に業務執行できる体制などについて検討していきます。 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                     → 主な取組項目は３１９ページ参照  

 

⑤業務のＤＸに伴う区民事務所業務の在り方の検討 

   担当 政策経営部・地域振興部・各部 

   

 
区役所の様々な業務でＤＸが進み、「いつでも」「どこでも」「気軽に」区民サービ

スの手続等が可能となっていくことに伴い、地域にある区民事務所の業務の在り方

についても見直しを図る必要があります。 

今後、区民のニーズ等を踏まえながら、区民事務所業務の在り方について検討し

ていきます。 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                     → 主な取組項目は３１９ページ参照  

 

  

検討

検討
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持続可能な財政運営に必要な歳入を確保し、財政基盤の安定化を図ります。 

 

 

 

 

（１）歳入確保と持続可能な財政基盤の構築 

 

 

 

①確実な徴収と適正な債権管理 

   担当 総務部・各部 

   

 
歳入の確保を図るためには、確実な徴収と適正な債権管理を行う必要がありま

す。 

口座振替や多様な納付方法を周知することで、納期内納付を図るとともに、早期

催告・財産調査などを行い、現年度内の確実な徴収を推進します。納付義務者に対

してきめ細かに相談に応じるとともに、法令に基づいた滞納整理を行います。また、

納付義務者の状況に応じ、執行停止や各種制度を適用するなど、適正な債権管理を

行います。これらの取組により、税や保険料等の収納率向上を目指します。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１９ページ参照  

  

３ 持続可能な財政運営の構築

検討・実施

 目指す方向 
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②公共用地の有効活用による歳入の確保 

   担当 政策経営部・総務部 

   

 
用途廃止された公共用地や未利用の公共用地について、効果的・効率的に利用方

法を検討して、区民ニーズや行政需要などを十分に踏まえつつ積極的に貸付や転

用・売却などによる有効活用を図ります。 

また、公共利用に供する前の公共用地（葛飾区土地開発公社保有地含む。）の貸

付により歳入の確保を図ります。   

 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１９ページ参照  

 

③交付金や補助金等の特定財源確保の精査 

   担当 政策経営部・各部 

   

 
現在も国や都等の交付金・補助金等制度について、区の貴重な財源として活用を

図っているところですが、今後、改めて交付金・補助金等制度を精査・情報収集し、

より積極的な活用を推進します。全庁的に情報共有を密にし、積極的かつ適切な活

用につなげ、一層の歳入確保を図ります。  

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１９ページ参照  

  

検討 実施

実施
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④基金の効果的な活用と運用 

   担当 政策経営部・会計管理室 

   

 
区が区民サービスを柔軟に提供していくためには、財政の弾力性を保ち、健全な

運営に努める必要があります。 

そのため、財政状況を踏まえながら基金への積立を行い、十分な残高を確保する

とともに、基金の活用により特別区債の発行を抑制することで、引き続き財政負担

の軽減を図ります。 

また、安全性と効率性に留意しながら、ＳＤＧｓ債等を活用して積極的に基金を

運用していきます。 

 

 

  

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度  

   
 

                      → 主な取組項目は３１９ページ参照  

 

  

実施
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各取組方針の中で示している目指す方向を実現するため、計画期間内に取り組む

主な項目を記載しています。計画期間中の社会情勢等の変化に柔軟に対応し、記載

する主な取組項目のほか、区民サービスの向上に資する取組について、積極的に検

討し、実施していきます。 

また、主な取組項目等を推進していく上では、各部が連携・協力して取り組んで

いきます。 

 

１ 更なる業務改革・改善の推進 

取組方針 目指す方向 主な取組項目 

(１)デジタル技術の

活用とＤＸの推

進 

①ＤＸによる様々な区

民サービスの向上 

戸籍住民課窓口や住所異動に係る窓口業

務改革、子育て・教育など手続のオン

ライン化 

戸籍証明書類のコンビニ交付の実施 

タブレット端末の窓口配置による手続

等の利便性向上 

マイナンバーカード等を活用した自動

入力・情報連携の推進 

インターネットを利用した窓口での呼

び出しサービスの普及や来庁予約機能

の検討 

区民事務所でのオンライン手続の支援

の実施や取扱手続拡充の検討 

ＤＸによる健康づくりや防災の取組の

推進 

②生成ＡＩを活用した

業務効率化の浸透と

分析の深化 

生成ＡＩ利用のためのガイドラインや

事例集の作成、職員研修の実施 

生成ＡＩ用区情報データベースの構築

と継続的な更新 

生成ＡＩを効果的に活用した区民問合

せ対応などの検討・実施 

  

 Ⅴ 主な取組項目 
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取組方針 目指す方向 主な取組項目 

 

 

③高齢者や障害者、外

国人への手続支援と

デジタルデバイドへ

の対応 

スマートフォン操作やオンラインサー

ビスの利用方法の講座の実施・拡充 

窓口への翻訳対応透明ディスプレイの

活用・普及の検討 

④業務のＤＸ推進に伴

う業務執行体制の見

直し 

業務のＤＸを推進するためのＢＰＲ*7

による業務フローの整理・見直し 

ＤＸ後の業務量に基づく業務執行体制

の見直しの検討・実施 

ペーパーレスの更なる推進 

ビジネスチャットツールやウェブ会議

の更なる活用 

(２) 事業成果の把

握・検証に基づ

く業務改善・見

直し 

①行政評価による事業

成果の把握と検証の

徹底 

行政評価制度の一層の浸透 

行政評価制度の継続した見直し 

②行政評価と予算編成

との連動強化 

 

行政評価制度の一層の浸透 

行政評価結果を踏まえた各部ヒアリン

グの実施 

事業成果や社会情勢の変化等事実に基

づいた予算要求説明の徹底 

③事実や結果に基づい

た区民サービスの立

案・検証の実施 

研修による職員への浸透 

オープンデータ・ビッグデータの活用

検討 

(３) 区民ニーズに

対応した公共

施設マネジメ

ントの推進 

①利用実態を踏まえた

公共施設の一層の利

用促進と公共施設マ

ネジメントの推進 

区内全域の公共施設を対象とした施設

レポートの作成と並行した現状分析の

実施 

公共施設の活用と適正な保全の推進 

地域コミュニティ施設の有効活用 

子育て支援施設の整備 

 

 

 

 

 

 

*7 ＢＰＲ（Business Process Re-engineering ビジネスプロセス・リエンジニアリング） 

業務フローを見直し、抜本的に業務を再設計する業務改革の手法 
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取組方針 目指す方向 主な取組項目 

(４)区民等への情報

発信と意見把握 

①多様な方法による区

民等からの意見聴取

の検討と実施 

ウェブモニター制度の本格実施 

マーケティングリサーチの活用促進の

検討 

②子ども・若者の意見

を区政に活かすため

の仕組みづくり 

（仮称）かつしか若者未来会議の実施 

葛飾区子どもの権利条例の普及啓発 

 

２ 職員の育成と適正な業務執行体制の確立 

取組方針 目指す方向 主な取組項目 

(１)区政を支える職

員の育成と意識

向上、職場環境

整備 

①職員の経営感覚の育

成、意識向上 

「葛飾区人材育成基本方針」改定の検

討 

研修の推進・充実 

②区民サービスを支え

る職員の育成 

各種研修の実施 

地域を守る防災意識の向上 

③職員の適性をより活

かした異動・配置の

仕組みの検討と実施 

人材情報の共有化の検討 

職員の人事異動基準の見直し 

④専門性を有する職員

の採用と活用 

専門性を必要とする業務の把握 

専門知識等を有する職員の採用・適正

配置 

⑤職員が働き続けるこ

とのできる職場環境

づくり 

長時間勤務の是正策の検討 

テレワーク、時差勤務の推進 

⑥職員のメンタルヘル

ス対策の推進 

各種研修の実施 

メンタリング制度の推進 

(２)適正な業務執行

体制の確立 

①柔軟な組織体制の整

備と適正な職員数管

理 

適正な業務執行を確立するための組織

整備の不断の検討・実施 

業務量に基づく効果的・効率的な人員

体制の不断の検討・実施 

各職場に共通する内部事務の集約によ

る業務効率化の検討 
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取組方針 目指す方向 主な取組項目 

 ②【再掲】業務のＤＸ

推進に伴う業務執行

体制の見直し 

業務のＤＸを推進するためのＢＰＲに

よる業務フローの整理・見直し 

ＤＸ後の業務量に基づく業務執行体制

の見直しの検討・実施 

ペーパーレスの更なる推進 

ビジネスチャットツールやウェブ会議

の更なる活用 

③不適正な業務執行を

未然防止する仕組み

づくり 

リスクマネジメント制度の効果検証と

必要に応じた見直し 

その他不適正な業務執行の未然防止策

の検討 

④新庁舎移転後の利便

性の高い窓口体制の

構築の検討 

窓口サービスのＤＸの検討 

総合窓口の開設に係る配置や開庁時

間・曜日、組織体制の検討 

⑤業務のＤＸに伴う区

民事務所業務の在り

方の検討 

業務のＤＸに伴う区民事務所業務の在

り方の検討 

 

３ 持続可能な財政運営の構築 

取組方針 目指す方向 主な取組項目 

(１)歳入確保と持続

可能な財政基盤

の構築 

①確実な徴収と適正な

債権管理 

現年度内の確実な徴収の推進 

法令に基づいた滞納整理の実施 

執行停止や各種制度の適用などの適正

な債権管理の実施 

②公共用地の有効活用

による歳入の確保 

公共用地の貸付・転用・売却の実施 

③交付金や補助金等の

特定財源確保の精査 

補助金等の有効活用 

補助金等の活用における全庁共有の仕

組みの構築 

④基金の効果的な活用

と運用 

基金の効果的な積立 

基金の積極的な運用 
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